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誤記訂正の留意点

　抄　録　特許出願の願書に添付する各書類は正確に記載する必要がありますが，これらの書類から
誤記を完全に排除するのは現実には困難であると思います。各書類に誤記が含まれていた場合には，
その誤記を訂正することが必要となりますが，本稿では，誤記を訂正する際の留意点について説明し
ます。
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1 ．	はじめに

特許を受けようとする者は，願書を特許庁長
官に提出しなければならず，その願書には，明
細書，特許請求の範囲，必要な図面及び要約書
を添付しなければなりません（特許法36条１項

及び２項）。例えば，明細書には，発明の内容
を開示する技術文献としての機能があり，特許
請求の範囲には，権利内容を確定する機能があ
ります。このように，願書に添付する各書類に
は重要な機能がありますので，これらの書類は，
正確に記載する必要があります。
しかし，正確に記載しようと心掛けていても，
各書類の記載の中に，意図せず誤記が含まれて
しまう場合があります。このような誤記につい
ては，特許査定・審決前であれば，手続の補正
（特許法17条等）により対処することができま
す。ただし，補正により誤記を訂正するために
は，所定の要件が課されます。他方，特許権設
定登録後であれば，明細書等の訂正（特許法
126条，134条の２等）により対処することがで
きます。この訂正の場合には，補正の場合より
も厳格な要件が課されます。
これらを踏まえて，本稿では，特許出願の願
書に添付する書類の中で，特に特許請求の範囲
や明細書に着目し，これらにおける誤記を訂正
する際の留意点を説明します。
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2 ．	誤記の訂正

2．1　誤記の訂正を認める趣旨

上記のように，誤記を訂正する手法として，
特許査定・審決前の補正（特許法17条の２等）
と，特許権設定登録後の，訂正審判等による訂
正（特許法126条等）があります。
手続の円滑迅速な進行を図るためには，初め
から完全な内容の書類を提出することが最も望
ましいのですが，実際問題として当初から完全
なものを望み得ない場合も少なくないので，一
定の制限の下に補正が認められています１）。こ
の補正の目的の１つとして，誤記の訂正が規定
されています（特許法17条の２第５項３号）。
他方，特許の一部について瑕疵がある場合に，

その瑕疵を理由に全体について無効審判を請求
されるおそれがあるので，瑕疵のある部分を自
発的に事前に取り除くことにより争いを事前に
防ぐために，訂正審判等による訂正が認められ
ています２）。この訂正の目的の１つとして，誤
記又は誤訳の訂正が規定されています（特許法
126条１項２号等）。

2．2　誤記及びその種類

誤記とは，辞書３）によれば，「あやまりしる
すこと。書き誤り。」のことをいいます。誤記は，
意図せずに本来の意味内容とは異なるものとな
るに至った記載のことをいうと解されます。
誤記の種類としては，文字や数字等の意図し

ない入替えによるもの，文字等の意図しない脱
落によるもの，文字等の意図しない追加による
もの等が考えられます。

2．3　誤記の訂正

特許庁審判便覧４）では，「誤記の訂正とは，
本来その意であることが，明細書，特許請求の
範囲又は図面の記載などから明らかな内容の字

句，語句に正すことをいい，訂正前の記載が当
然に訂正後の記載と同一の意味を表示するもの
と客観的に認められるものをいう。」と定義さ
れています。
誤記の訂正については，様々な学説，判例が

あります。学説としては，「明細書又は図面の
記載が誤りであることが，明細書全体，周知の
事項又は経験則などから明らかであることが必
要である。」との見解５），「誤記の訂正という名
のもとで，実質的な請求範囲の拡張，変更が行
われてはならない。」６）という見解等がありま
す。他方，最高裁判例では，「特許請求の範囲
の記載に関する限り，誤記の訂正は，訂正前の
記載が当然に訂正後の記載と同一の意味を表示
するものと当業者その他一般第三者が理解する
場合に限って許され，発明の詳細な説明の項の
記載は，この点の判断の資料となる限度におい
てのみ斟酌されねばならない。」７）と判示され
ています。

3 ．	誤記の訂正の要件

3．1　特許査定・審決前

特許査定・審決前は，補正により誤記を訂正
することになります。この補正の主な実体的要
件は，新規事項を追加しないことです（特許法
17条の２第３項）。新規事項追加に該当するか
否かについては，「当初明細書等に記載した事
項」との関係において，新たな技術的事項を導
入するものであるか否かにより判断されます８）。
なお，特許請求の範囲についてする補正につい
ては，新規事項追加の禁止に加えて，特許法17
条の２第５項の要件も課されます。

3．2　特許権設定登録後

特許権設定登録後は，訂正審判（特許法126条）
や訂正の請求（特許法134条の２第１項，同法
120条の５第２項）により，誤記を訂正するこ
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とになります。この場合の訂正は，特許請求の
範囲の減縮，誤記又は誤訳の訂正，明瞭でない
記載の釈明，請求項間の引用関係の解消を目的
とし，かつ願書に添付した明細書等に記載され
た事項の範囲内でしなければならず，実質上特
許請求の範囲を拡張し，又は変更するもので
あってはならず，独立特許要件を満たす必要が
あります。

4 ．	誤記の訂正関連の裁判例

特許権設定登録後の誤記の訂正関連の裁判例
として，最高裁判例と近年の裁判例を紹介しま
す。

4．1　最高裁判例

4．1．1　	最高判昭和47.12.14（昭和41年（行ツ）
１号）［フェノチアジン誘導体製法
事件］

本件は，上告人が，「Ａは分枝を有するアル
キレン基」という誤記を，「Ａは分枝を有する
ことあるアルキレン基」という記載に訂正する
ことを求めた事例です。
最高裁は，「Ａは分枝を有するアルキレン基」
とする記載は，それ自体きわめて明瞭で，明細
書中の他の項の記載等を参酌しなければ理解し
えない性質のものではなく，また，それが誤記
であるにもかかわらず，「Ａは分枝を有するア
ルキレン基」という記載のままでも発明所期の
目的効果が失われるわけではなく，当業者であ
れば何人もその誤記であることに気付いて，「Ａ
は分枝を有することあるアルキレン基」の趣旨
に理解するのが当然であるとはいえない，と説
示しました。そして，特許請求の範囲の「Ａは
分枝を有するアルキレン基」との記載を「Ａは
分枝を有することあるアルキレン基」と訂正す
ることは，形式上特許請求の範囲を拡張するも
のであることは勿論，本件明細書中に記載され
た特許請求の範囲の表示を信頼する一般第三者

の利益を害することになるものであって，実質
上特許請求の範囲を拡張するものであると判断
し，上記訂正を認めませんでした。

4．1．2　	最高判昭和47.12.14（昭和41年（行ツ）
46号）［あられ菓子製造方法事件］

本件は，上告人が，特許請求の範囲における
「３乃至５℉」という誤記を，「３乃至５℃」と
いう記載に訂正を求めた事例です。
最高裁は，本件における特許請求の範囲の項
に示された第一工程中の餅生地の冷蔵温度を
「３乃至５℉」とする記載は，それ自体きわめ
て明瞭で，明細書中の他の項の記載等を参酌し
なければ理解しえない性質のものではなく，し
かも，「３乃至５℉」と「３乃至５℃」との差
は顕著で，その温度差はその後の工程を経た焼
成品に著しい差異を及ぼすものであるにもかか
わらず，明細書の全文を通じ一貫して「３乃至
５℉」と記載されており，当業者であれば容易
にその誤記であることに気付いて，「３乃至 
５℃」の趣旨に理解するのが当然であるとはい
えず，前記の「３乃至５℉」の記載は，上告人
らの立場からすれば誤記であることが明らかで
あるとしても，一般第三者との関係からすれば，
とうていこれを同一に論ずることができず，結
局，「３乃至５℉」として表示されたのが本件
特許請求の範囲にほかならないといわざるをえ
ない，と説示しました。そして，特許請求の範
囲の「３乃至５℉」の記載を「３乃至５℃」と
訂正することは，本件明細書中に記載された特
許請求の範囲の表示を信頼する一般第三者の利
益を害することになり，実質上特許請求の範囲
を変更するといえると判断し，上記訂正を認め
ませんでした。
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4．2　近年の裁判例

4．2．1　誤記の訂正が認められた事例
（1）	知財高判令和3.12.20（令和３年（行ケ）

第10033号）
本件では，内装用短尺コーナー材による施工

方法の発明について，請求項における「接続」
という用語を「接合」という用語に訂正するこ
とが認められました。裁判所は，同じ施工の段
階について「接合」と「接続」の２つの用語が
用いられていたので，本件訂正は用語の統一を
図るものであるといえ，誤記の訂正に当たると
して訂正を認めました。

（2）	知財高判平成31.2.6（平成30年（行ケ）
第10100号）

本件では，経皮吸収製剤の発明について，本
件明細書の「皮内」という記載を「皮膚内」に
訂正することが認められました。裁判所は，「皮
内」は，「皮膚」の「膚」を脱落させたものであっ
て，正しくは「皮膚内」と記載されるべきもの
であったと理解するのが相当であるから，誤記
の訂正として訂正要件を満たすと判断しました。

4．2．2　誤記の訂正が認められなかった事例
（1）	知財高判令和1.7.18（平成30年（行ケ）

第10133号）
本件では，化合物の発明について，原告は，

請求項における「R2は塩素であり」という記載
を「R2は水素であり」と訂正することが誤記の
訂正に該当すると主張しましたが，裁判所は，
この主張に対し，明確な判断は示しませんでし
た。裁判所は，「R2は塩素であり」という記載
が本件明細書の記載に整合し，「R2」の定義が
不明瞭でもないことから，上記訂正が，特許請
求の範囲を変更するものであると判断しまし
た。つまり，誤記の訂正に該当すると主張した
訂正が認められませんでした。

（2）	知財高判平成27.3.25（平成26年（行ケ）
第10145号）

本件では，明細書の「実施例２と同一方法で
スチール製のつめ状具でこそぎ落した」とある
のを「刺抜きでこそぎ落した」に訂正すること
について，裁判所は，誤記の訂正が認められる
ためには誤記の存在が必要であるが，誤記があ
るとは認められないから，誤記の訂正に当たら
ないと判断しました。

5 ．	近年の訂正審判の審決例

近年の訂正審判の審決において，誤記の訂正
に該当するとして訂正が認められた，機械・構
造系，化学・材料系，電気・制御系の事例をそ
れぞれ複数紹介します。

5．1　機械・構造系の事例

5．1．1　審判番号：訂正2022-390209号
本件では，請求項１の「該水道メータの二次
側に連結されるエルボ管の立上管部の端部の
ナットはユニオンナットであり」という記載中
の「立上管部」が，「水平管部」と記載すべき
ところの誤記であることが明らかであるので，
「該水道メータの二次側に連結されるエルボ管
の水平管部の端部のナットはユニオンナットで
あり」に訂正することが，誤記の訂正を目的と
するものに該当すると判断されました。

5．1．2　審判番号：訂正2021-390172号
本件では，請求項１の「閉塞部材が，上記カ
バーと上記負荷側ブラケットとの間の隙間を塞
いでいる」という記載は，「閉塞部材が，上記
カバーと上記反負荷側ブラケットとの間の隙間
を塞いでいる」の誤記であることは明らかであ
るから，誤記の訂正を目的とするものに該当す
ると判断されました。
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5．2　化学・材料系の事例

5．2．1　審判番号：訂正2022-390107号
本件では，明細書の「標準白板（完全拡散板：
硫酸マグネシウムを焼き付けた純白板）」とい
う記載が，技術常識を参酌して明らかな誤記で
あるから，「標準白板（完全拡散板：硫酸バリ
ウムを焼き付けた純白板）」に訂正することが
誤記の訂正を目的とするものに該当すると判断
されました。

5．2．2　審判番号：訂正2021-390074号
本件では，請求項１の「不活性極性プロトン
性溶媒」という記載が，正しくは，「不活性極
性非プロトン性溶媒」であることが自明なので，
誤記の訂正を目的とするものに該当すると判断
されました。

5．3　電気・制御系の事例

5．3．1　審判番号：訂正2022-390178号
本件では，訂正前の請求項１に記載された

「（0.0219×tp2－0.0185×tp＋0.0043）×･･･（数
式一部省略）･･･＋0.0164）」との記載は，技術
的に矛盾しており，誤記であることが明らかで
あるから，「（0.2076×tp2－0.1480×tp＋0.0545）
×･･･（数式一部省略）･･･＋1.5416）」と訂正す
ることは，誤記の訂正を目的とするものに該当
すると判断されました。

5．3．2　審判番号：訂正2022-390167号
本件では，特許請求の範囲の請求項１におけ
る「充電リレー」の「両極溶着判定」及び「片
極溶着判定」において，「システムメインリレー
をオフ制御する」との記載は，「システムメイ
ンリレーをオン制御する」の誤記と解するのが
相当であるから，誤記の訂正を目的とするもの
に該当すると判断されました。

6 ．	誤記訂正の留意点及び対策

6．1　時期的留意点

特許査定・審決前は，原則として新規事項を
追加しない範囲で，誤記の訂正を目的とした補
正を行うことができます（特許法17条の２第５
項）。この場合，訂正審判や訂正請求を行う場
合と比較して，補正のための要件が緩和されま
す。したがって，誤記の存在の有無については，
特許査定・審決前にチェックしておき，特許査
定・審決前に対処するのが望ましいでしょう。
なお，優先期間内に誤記を発見した場合には，
国内優先権主張出願を行うことで，誤記を訂正
することができます。また，特許協力条約（PCT）
に基づく国際出願を行っている場合には，明白
な誤記の訂正を行う機会が得られます（PCT規
則91.1（a））。

6．2　内容的留意点

上述の様々な事例を参酌すると，当初明細書
等の記載内容を拡張するような誤記の訂正は，
例外的な場合を除いて，認められ難いと思われ
ます。また，意味内容が理解できるような誤記
の場合には，その誤記を正しい内容に変更する
場合であっても，誤記の訂正が認められ難い場
合があります。特に，特許権設定登録後に，こ
のような事項を訂正しようとすると，実質上特
許請求の範囲を拡張・変更すると判断される場
合があると考えられます。
他方，例えば，用語が不統一であることから
一部の記載が誤記であると推認できる場合，明
細書等の他の記載内容から誤記であることが明
らかである場合，技術的に矛盾することとなる
ため誤記であることが明らかである場合，単純
な文言の欠落等に該当することから誤記である
と推認できる場合，形式的な誤りが存在する場
合等には，誤記の補正・訂正は認められ易くな
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るといえそうです。

6．3　誤記訂正を行い易くするための対策

特許請求の範囲等に誤記が生じた場合でも，
明細書等に，それが誤記であることを立証でき
る根拠が記載されていれば，誤記訂正が行い易
くなると考えられます。例えば，物質の場合で
あれば，物質名だけでなく，元素記号，化学式，
機能，特性等を何らかの形で明細書に記載して
おけば，それを根拠として誤記訂正を行い易く
なると考えられます。また，数式等の場合でも，
その意味内容等が明細書等に記載されていれ
ば，それを根拠に正しい数式等に訂正し易くな
ると考えられます。更に，特許請求の範囲に記
載する技術事項であって，その発明についての
重要な事項については，その事項による作用効
果等を明細書に記載しておけば，誤記があった
としてもその作用効果等の記載から類推して，
適切に誤記を訂正できる場合があると考えられ
ます。

7 ．	おわりに

優先期間内であれば，国内優先権主張出願に
より，特許査定・審決前であれば，補正（特許
法17条等）により，特許権設定登録後であれば，

訂正（特許法126条等）により誤記を訂正する
ことができますが，補正と訂正の要件を比較す
ると，時期的には，特許査定・審決前に，補正
により誤記を訂正することが望ましいと考えら
れます。過去の事例を参酌すると，内容的には
様々なタイプの誤記訂正が認められていますの
で，これらを踏まえた上で，適切に誤記を訂正
することが望ましいでしょう。また，誤記訂正
を行い易くするために，予め明細書等の記載中
に対策を講じておくことも検討に値すると思わ
れます。
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 1） 特許庁編　工業所有権法（産業財産権法）逐条
解説〔第22版〕44頁

 2） 前掲注１）468頁～469頁
 3） 広辞苑第七版　1023頁
 4） 特許庁審判部編　審判便覧（改訂第19版）38―

03 P訂正要件
 5） 吉藤幸朔，特許法概説［第13版］607頁　有斐閣
 6） 中山信弘，特許法第四版280頁　弘文堂
 7） 最高判昭47.12.14（昭41（行ツ）１号）［フェノチ

アジン誘導体製法事件］民集26巻10号1888頁
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